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（総則）
第１条  令和６年度芸西村下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 計画処理人口 人
（２） 年間総処理水量  ㎥
（３） 主要な建設改良事業

ストックマネジメント実施設計委託業務  千円
（収益的収入及び支出）
第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 下水道事業収益  千円
  第１項  営業収益  千円
  第２項  営業外収益  千円

第１款 下水道事業費用  千円
  第１項  営業費用  千円
  第２項  営業外費用  千円
  第３項  特別損失  千円
  第４項  予備費  千円

ʷ１ʷ

2,860
342,365

           支  出

50,100
139,124

168,095

189,224

189,221

37,300

           収  入

18,713
1,413
1,000



（資本的収入及び支出）
第４条 

第１款 資本的収入  千円
  第１項  企業債  千円
  第２項  出資金  千円
  第３項  補助金  千円
  第４項  負担金  千円

第１款 資本的支出  千円
  第１項  建設改良費  千円
  第２項  企業債償還金  千円

 (特例的収入及び支出）
第４条の２

（企業債）
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

借入先
政府資金
その他

139,097

地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当該年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の
金額は、それぞれ7,800,000円及び2,491,666円である。

           収  入

20,200

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

ʷ２ʷ

下水道事業

 

２０，２００

千円
証券借入又は証

券発行

５％以内。

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる政府資金、地方公共団

体金融機構資金及び縁故資金に

ついて、利率の見直しを行った

後においては、当該見直し後の

利率

１．政府資金・県資金及び機構

資金についてはその資金の融通

条件による。

２．財政の都合により起債額の

全部又は、一部を繰り上げて償

還することができる。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

44,800

162,170

183,897

121,320
18,650
2,000

           支  出

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額21,727千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,195千円、損益勘定留保資金19,532千

円で補てんするものとする。）



（一時借入金）
第６条 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条 

（１） 営業費用・営業外費用・特別損失

（他会計からの補助金）
第８条 

令和６年３月８日 提出

芸西村⾧ 溝渕 孝

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、73,934千円である。

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

ʷ３ʷ



（単位 千円）

款 項 目 予 定 額 備   考

１．下水道事業収益 189,224

１．営業収益 50,100

１．下水道使用料 50,000

９０．その他営業収益 100

２．営業外収益 139,124

１．受取利息及び配当金 1

２．他会計補助金 73,934

５．⾧期前受金戻入 65,189

令和６年度 芸西村下水道事業会計実施計画

収益的収入及び支出

収   入
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（単位 千円）

款 項 目 予 定 額 備   考

１．下水道事業費用 189,221

１．営業費用 168,095

１．管渠費 93

３．処理場費 33,198

５．総係費 13,504

６．減価償却費 121,300

２．営業外費用 18,713

１．支払利息及び企業債取扱諸費 17,823

２．消費税及び地方消費税 890

３．特別損失 1,413

９０．その他特別損失 1,413

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

支   出
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（単位 千円）

款 項 目 予 定 額 備   考

１．資本的収入 162,170

１．企業債 20,200

１．建設改良等企業債 20,200

２．出資金 121,320

１．他会計出資金 121,320

３．補助金 18,650

２．国庫補助金 18,650

４．負担金 2,000

 ３．受益者負担金 2,000
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資本的収入及び支出

収   入



（単位 千円）

款 項 目 予 定 額 備   考

１．資本的支出 183,897

１．建設改良費 44,800

１．管路建設改良費 3,000

３．処理場建設改良費 41,800

２．企業債償還金 139,097

１．建設企業債元金償還金 139,097

支   出
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金            額

1
下水道　　 
事業収益

189,224 ― 189,224

1 営業収益 50,100 ― 50,100

1 下水道使用料 50,000 ― 50,000 1 下水道使用料 50,000 下水道使用料 50,000

90 その他営業収益 100 ― 100 2 手数料 100 手数料 100

2 営業外収益 139,124 ― 139,124

1 受取利息及び配当金 1 ― 1 1 預金利息 1 預金利息 1

2 他会計補助金 73,934 ― 73,934 1 他会計補助金 73,934 他会計補助金 73,934

5 長期前受金戻入 65,189 ― 65,189 1
長期前受金 
戻入

65,189 国庫補助金 48,388

県補助金 313

他会計補助金 14,408

受益者負担金 2,080
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収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説            明
区            分



金            額

1
下水道　　 
事業費用

189,221 ― 189,221

1 営業費用 168,095 ― 168,095

1 管渠費 93 ― 93 19 賃借料 93 発電機借上げ等 93

3 処理場費 33,198 ― 33,198 13 光熱水費 10,000 電気料 10,000

17 委託料 22,856 浄化センター維持管理等 22,856

19 賃借料 342 浄化センター借地料 342

5 総係費 13,504 ― 13,504 1 報酬 36 下水道審議会報酬 36

11 備消品費 180 消耗品 180

14 印刷製本費 100 請求書印刷等 100

15 通信運搬費 750 電話料等 750

17 委託料 1,670 アドバイザリ、システム保守 1,670

21 修繕費 10,074 修繕料 10,074

30 補償費 100 工事補償 100

34 負担金 105 協会負担金等 105

35 保険料 489 建物保険料 489

6 減価償却費 121,300 ― 121,300 1 121,300 建物減価償却費 8,440

構築物減価償却費 85,739

機械及び装置減価償却費 27,121

2 営業外費用 18,713 ― 18,713

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

17,823 ― 17,823 1 企業債利息 17,823 企業債利息 17,823

2
消費税及び 
地方消費税

890 ― 890 1
消費税及び 
地方消費税

890 令和６年度分消費税額等 890

3 特別損失 1,413 ― 1,413

90 その他特別損失 1,413 ― 1,413 1
その他特別 
損失

1,413 令和5年度分消費税額等 1,413

4 予備費 1,000 ― 1,000

1 予備費 1,000 ― 1,000 1 予備費 1,000 予備費 1,000
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支　　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

有形固定資産
減価償却費

節
説            明

区            分



金            額

1 資本的収入 162,170 ― 162,170

1 企業債 20,200 ― 20,200

1 建設改良等企業債 20,200 ― 20,200 1
建設改良等 
企業債

20,200 建設改良等企業債 20,200

2 出資金 121,320 ― 121,320

1 他会計出資金 121,320 ― 121,320 1 他会計出資金 121,320 他会計出資金 121,320

3 補助金 18,650 ― 18,650

2 国庫補助金 18,650 ― 18,650 1 国庫補助金 18,650 防災・安全交付金 18,650

4 負担金 2,000 ― 2,000

3 受益者負担金 2,000 ― 2,000 1 受益者負担金 2,000 受益者負担金 2,000

（単位：千円）

金            額

1 資本的支出 183,897 ― 183,897

1 建設改良費 44,800 ― 44,800

1 管路建設改良費 3,000 ― 3,000 20 工事請負費 3,000 最終マス取付工事費等 3,000

3 処理場建設改良費 41,800 ― 41,800 17 委託料 41,800 ストックマネジメント設計委託等 41,800

2 企業債償還金 139,097 ― 139,097

1
建設改良等
企業債償還金

139,097 ― 139,097 1
建設改良等
企業債償還金

139,097 建設改良等企業債償還金 139,097
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比較
節

説            明
区            分

節
説            明

区            分

支　　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

資本的収入及び支出

収　　　入
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資金増加額

資金期首残高

資金期末残高 36,806,697

0

36,806,697

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

20,200,000　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

△ 139,097,303

121,320,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　補助金等による収入

　　　受益者負担金等による収入

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　長期前受金戻入額

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息

　　　未収金(流動資産)の減少額

　　　その他固定負債の増加額

令和６年度 芸西村下水道事業 予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年4月1日から令和７年3月31日まで）

(単位　円)

1,509,000

121,300,000

△ 65,189,000

△ 1,000

17,823,000

△ 311,455

△ 1,000,000　　　未払金(流動負債)の増加額

　　　　　小計 74,160,545

30,000

1,000

△ 17,823,000

56,338,545

2,422,697

△ 40,727,273

△ 21,954,545

16,954,546

1,818,182



手当の内訳

比　　　較 － － － － － － － －

0 0 0

前　年　度 － － － － － － － －

本　年　度 0 0 0 0 0

区　　分 扶　養 通　勤 時間外 期末勤勉

－

（千円）

－ － － － －

住　居 管理職 管理職特別 退職給付費

－

資本勘定支弁職員 － － － －

－ － － －

－ － － －

比
較

損益勘定支弁職員 － － － －

－ － －
前
年
度

損益勘定支弁職員 － － －

合　　　計 － － － － － － － －

－

－

合　　　計 － － － － －

資本勘定支弁職員 － － － － －

－ － － － －

0 0 0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

芸西村下水道事業会計　給与費明細書

手　当 計
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１.① 総　　括 （千円）

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費  引当金繰入額 合　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 0 0 0

 特別職（人）  一般職（人） 報　酬 給　料

合　　　計
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－ －比　　　較 － － － － － －

0

前　年　度 － － － －

（千円）

期末勤勉 住　居 管理職 管理職特別 退職給付費

0 0 0 0

－ － － －

手当の内訳

区　　分 扶　養 通　勤 時間外

比
較

損益勘定支弁職員 － － －

本　年　度 0 0 0

－ －

－ － － －

合　　　計 － － － － －

資本勘定支弁職員 － － － － －

－ － － － －

－

－ － －－

－

－ － － －

－ － －

－ － － － －

前
年
度

損益勘定支弁職員 － － － －

本
年
度

損益勘定支弁職員 0

合　　　計 － － － －

資本勘定支弁職員 － － － －

0 0 0 0

合　　　計 0 0 0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

 一般職（人） 報　酬 給　料 手　当 計

0 0

ア　会計年度任用職員以外の職員 （千円）

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費  引当金繰入額 合　計
 特別職（人）



イ　会計年度任用職員
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手当の内訳

比　　　較 － － － － － － － －

前　年　度 － － － － － － － －

住　居 管理職 管理職特別 退職給付費

本　年　度 0 0 0 0 0

区　　分 扶　養 通　勤 時間外 期末勤勉

0 0 0

－ － － －

（千円）

－ － － － －

－

－ － －

－

資本勘定支弁職員 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － －

比
較

損益勘定支弁職員 － － － －

合　　　計 － － － －

0 0 0

前
年
度

損益勘定支弁職員 － － － － －

－

合　　　計 － － － － －

－ － － －

資本勘定支弁職員 － －

0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0
本
年
度

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

合　　　計 0 0 0 0 0 0

合　計
 特別職（人）  一般職（人） 報　酬 給　料 手　当 計

法定福利費  引当金繰入額
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0.0

令和5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） －

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） －

平   均   年   齢 （ 歳 ） －

３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人あたり給与

区　　　　　　　　　　分 企　業　職

令和6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 0

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 0

平   均   年   齢 （ 歳 ）

手　当 － －

給　料 －

－

－

２．給料及び手当の増減額の明細

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　明 備　　　　考
（千円） （千円）
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令和5年1月1日現在

１級 - -

２級 - -

３級 - -

６級 - -

計 - -

４級 - -

５級 - -

令和6年1月1日現在

１級 - -

２級 - -

３級 - -

６級 - -

計 - -

４級 - -

５級 - -

　（３）級別職員数

区　　　分
企　　業　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

高　　校　　卒 ― ―

大　　学　　卒 ― ―

　（２）初任給

区　　　　分 企　業　職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）



住　　居　　手　　当 同　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　じ
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　（５）その他の制度との異同

区　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同

退　　職　　手　　当 同　　　　　　じ

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　じ

前　　年　　度 - - - -

一般会計の制度 - - - -

１２月（月分）

本　　年　　度 - - - -

　（４）期末手当・勤勉手当

区　　　　分

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　給　率　計  職制上の段階、職務の等級による加算措置

６月（月分）



令和６年度 芸西村下水道事業会計 予定開始貸借対照表

(単位　円)

　ニ．機械及び装置

　ハ．構築物

　ロ．建物

（１）有形固定資産

　イ．土地

4,826,818,114

1,476,287,884

123,534,424

489,981,362

（令和6年4月1日）

（２）未収金

固 定 資 産 合 計 3,595,143,950

２．流動資産

資産の部

１．固定資産

（１）現金預金

247,653,944 242,327,418

3,595,143,950

7,800,000

△

△ 1,841,196,290 2,985,621,824

有 形 固 定 資 産 合 計

△ 1,232,627,600 243,660,284

　ホ．建設仮勘定

流 動 資 産 合 計 7,800,000

資 産 合 計 3,602,943,950
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0

0



（１）企業債

ʷ19ʷ

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債

３．固定負債

940,165,935

141,588,969

負債の部

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債

（２）未払金

（１）長期前受金

固 定 負 債 合 計 940,165,935

４．流動負債

　ニ．負担金

8,441,520 10,500,323

△ 392,001,165 439,309,972

93,010,045

　イ．国庫補助金 2,717,513,392

　ハ．他会計補助金

長 期 前 受 金 合 計

1,875,098,886

2,956,853,790負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

1,875,098,886

32,401,886

831,311,137

　ロ．県支出金 18,941,843

△ 60,608,159

△ 1,352,832,960 1,364,680,432

△

139,097,303

2,491,666

流 動 負 債 合 計

５．繰延収益



　ロ．他会計補助金

６．資本金 579,497,160

７．剰余金

資本の部

負 債 資 本 合 計 3,602,943,950

剰 余 金 合 計 66,593,000

資 本 合 計 646,090,160

資 本 剰 余 金 合 計

（１）資本剰余金

66,593,000

－23－

　イ．国庫補助金 51,970,175

14,622,825

ʷ20ʷ



　ハ．構築物

　　　減価償却累計額

△ 256,093,944

4,829,545,387

△ 1,926,935,290

1,514,287,884

△ 1,259,748,600

233,887,418

2,902,610,097

254,539,284

　　　減価償却累計額

令和６年度　芸西村下水道事業会計 予定貸借対照表

(単位　円)

　イ．土地

資産の部

１．固定資産

（令和7年3月31日）

　ロ．建物 489,981,362

123,534,424

（１）有形固定資産

固 定 資 産 合 計 3,514,571,223

２．流動資産

　ホ．建設仮勘定

有 形 固 定 資 産 合 計

0

3,514,571,223

貸倒引当金

（１）現金預金

（２）未収金 8,111,455

0

36,806,697

8,111,455

流 動 資 産 合 計 44,918,152

資 産 合 計 3,559,489,375

　ニ．機械及び装置

　　　減価償却累計額
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固 定 負 債 合 計 826,591,967

４．流動負債

（２）その他固定負債

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 826,561,967

30,000

３．固定負債

負債の部

（２）未払金

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 133,803,968

1,491,666

流 動 負 債 合 計 135,295,634

94,828,227

△

△

△

　ハ．他会計補助金 831,311,137

406,409,165

1,401,220,960 1,333,246,978

2,734,467,938

　ニ．負担金

５．繰延収益

（１）長期前受金

負 債 合 計 2,790,570,215

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計 1,828,682,614

424,901,972

△

1,828,682,614

8,754,520

18,941,843

60,346,341
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　ロ．県支出金

　イ．国庫補助金

10,187,323

34,481,886



　ロ．他会計補助金 14,622,825

７．剰余金

（１）資本剰余金

　イ．国庫補助金

６．資本金 700,817,160

51,970,175

1,509,000

ʷ23ʷ

資 本 合 計 768,919,160

　イ．当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

（２）利益剰余金

1,509,000

66,593,000

負 債 資 本 合 計

資本の部

3,559,489,375

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 68,102,000



  （１）固定資産の減価償却の方法
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      ・減価償却の方法
      ・主な耐用年数
         建物          １０年～５０年

         機械及び装置      ６年～２０年

     のうち、他会計が負担すると見込まれる額は835,517千円である。

         構築物         １０年～５０年

       債権の不能欠損による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

  （３）消費税及び地方消費税の会計処理
     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 ２．予定貸借対照表等に関する注記
  （１） 企業債の償還に係る他会計負担見込額
     貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）

     イ．貸倒引当金
  （２）引当金の計上方法

  （１）固定資産の減価償却の方法

 令和６年度    注  記  事  項

     イ．有形固定資産

 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記


